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（ 1）　Oberhammer/Domej/Haas （Hrsg.）, Kurzkommentar Schweizerische Zivil-
prozessordnung, 2Aufl. （2013）, S. 817. （Hans Schmid）. など参照。
（ 2）　Spühler/Tenchio/Infanger, Schweizerische Zivilprozessordnung, 3. Auflage. 
（2017）, S. 970, （Peter Hafner）.など参照。また，同971頁は，証明権はこの証
拠方法の列挙により具体化されるとする。
（ 3）　訴訟告知の訴えの原告はすでに当事者である。Oberhammer/Domej/Haas, 
a.a.O. （Fn. 1）, S. 818. （Hans Schmid）. など参照。
（ 4）　Oberhammer/Domej/Haas, a.a.O. （Fn. 1）, S. 819. （Hans Schmid）. など参照。
（ 5）　Christoph Leuenberger/Beatrice Uffer-Tobler, Schweizerisches Zivilprozess-

























（ 6）　Leuenberger/Uffer-Tobler, a.a.O. （Fn. 5）, S. 261.；Spühler/Tenchio/Infanger, 
a.a.O. （Fn. 2）, S. 979. （Peter Guyan）.など参照。訴訟告知により訴訟に参加
した者も同様に証人としては扱われない。この点が補助参加人を証人として
扱うわが国と異なってくる。
（ 7）　Botschaft des Bundesrates zur Schweizerischen Zivilprozessordnung vom 
28. 6. 2006 （Botschaft ZPO）, BBl 2006, S. 7315., Spühler/Tenchio/Infanger, 
a.a.O. （Fn. 2）, S. 979. （Peter Guyan）.など参照。

























（ 9）　Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn. 2）, S. 982. （Peter Guyan）など参照。
（10）　Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn. 2）, S. 982. （Peter Guyan）参照。証人
の義務は，スイス民訴法169条以下のみならず，協力義務に関する同160条で
規定される（Botschaft ZPO （Fn. 7）, S. 7316.）。
（11）　Oberhammer/Domej/Haas, a.a.O. （Fn. 1）， S. 823. （Hans Schmid）. など参
照。この場合は，証人が客観的理由から裁判所への出頭が困難な場合に認め






























（12）　Leuenberger/ Uffer-Tobler， a.a.O. （Fn. 5）, S. 262.
































































































（14）　Oberhammer/Domej/Haas, a.a.O. （Fn. 1）， S. 832. （Hans Schmid）.
（15）　Botschaft ZPO （Fn. 7）, S. 7322. 現在の急激な技術的発展を考慮して，立法
者は書証概念を広く把握したのである。





























































（17）　Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn. 2）, S. 1015. （Annette Dolge）.など参
照。
（18）　Botschaft ZPO（Fn. 7）, S. 7324.

































































































































































（21）　Botschaft ZPO （Fn. 7）, S. 7325.



































































































































（23）　Botschaft ZPO, （Fn. 7）, S. 7315．
（24）　Botschaft ZPO, （Fn. 7）, S. 7326．






























































































（28）　Botschaft ZPO, （Fn. 7）, S. 7345. Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn. 2）, S. 
1363.（Daniel Steck/Norbert Brunner）.など参照。この規定を置かなかったこ
と，とくに既判力に関する規程を設置しなかったことについては，批判も大
きい（Oberhammer/Domej/Haas, a.a.O. （Fn. 1）, S. 1071ff. （Paul Oberhammer）. 
など参照）。
































































（31）　Leuenberger/ Uffer-Tobler, a.a.O. （Fn. 5）, S. 193.；BGE136Ⅲ345参照。






























































































































（37）　Oberhammer/Domej/Haas, a.a.O. （Fn. 1）, S. 1072ff. （Paul Oberhammer）. な
ど参照。
（38）　BGE134Ⅲ467，BGE115Ⅱ187など参照。
（39）　Leuenberger/ Uffer-Tobler, a.a.O. （Fn. 5）, S. 194.
230　　比較法学 53巻 1号
（関連条文試訳）
第 5章　判決
第236条　終局判決
1　 手続が判決を下すに成熟したときは，当該手続は，本案判決又は訴訟判決によ
り終了する。
2　 裁判所は，構成員の過半数の判断に従って判決を下す。
3　 勝訴当事者の申立てに基づいて，執行に関する処分はこれを命ずる。
第237条　中間判決
1　 裁判所は，分離した上級審の判断によって即座に終局判決がもたらされ，かつ
重大な時間又は費用の支出を節約できるときは，中間判決を下すことができ
る。
2　 中間判決は，独立してこれを取り消すものとする。その後の取消しは，終局判
決でもって排除される。
第238条　判決文の内容
　判決書には，以下に掲げる事項を記載する。
　　ａ） 裁判所の名称及び構成
　　ｂ） 判決の場所及び日時
　　ｃ） 当事者及びその代理人の名称
　　ｄ） 判決主文（判決形式）
　　ｅ） 判決を通知する人及び官庁の表示
　　ｆ） 当事者が上訴を放棄しない限りでの，不服申立て方法の教示
　　ｇ） 必要があれば，判決理由
　　ｈ） 裁判所の署名
第239条　開示と理由づけ
1　 裁判所は，書面による理由づけなしに，以下の方法で，判決を開示することが
できる。
　　ａ） 主要弁論期日においては，手短な口頭の理由づけを伴って両当事者への書
面による判決主文の交付によって
　　ｂ） 両当事者への判決主文の送達によって
2　 書面による理由づけは，当事者の一方が判決の開示から10日以内にこれを要求
するときは，後でこれを引き渡すものとする。理由を示した書面が要求されな
かったときは，これは，控訴又は抗告による判決の取消しを放棄したものとみ
なす。
3　 連邦裁判所にさらに引き継がれうる判決の開示に関する2005年 6月17日の連邦
裁判所法の規定は，これを準用する。
権利救済法システムの比較研究（5）　　231
第240条　判決の通知と公表
　法律がこれを規定し又は執行に資するときには，判決は，官庁及び関係する第三
者にこれを通知し，又は公開する。
第 6節　判決によらない手続の終了
第241条　和解，請求の認諾・放棄
1　 和解，請求の認諾・放棄が裁判所で調書に記載されたときは，両当事者は調書
に署名しなければならない。
2　 和解，請求の認諾・放棄は，法的確定力ある判決の効果を有する。
3　 裁判所は，これらの場合には，手続を終了する。
第242条　その他の理由に基づく訴訟対象の消滅
1　 手続が他の理由に基づき判決なしに終了したときは，手続は終了する。
